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１．債務返済の状況   

（１）財務諸表における債務状況 

① 債務残高の推移 

令和３年度中の独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構（以下「機構」という。）

の債務残高の推移は、下表のとおりです。 

期首（令和３年４月１日）の債務残高は29兆 1,395億円でしたが、期中に1兆 6,156

億円の債務を引き受け（会社から道路資産とともに引き受けたもの）、3兆 6,075億円の

返済及び国からの財政融資資金8,000億円の借入れを含む、総額1兆 1,200億円の資金

調達を行った結果、期末（令和４年３月31日）の債務残高は28兆 2,714億円となりま

した。 

令和３年度の債務残高の推移 

 令和３年度  （参考）令和２年度 

期首債務残高    Ａ 29兆 1,395 億円  29兆 6,112億円 

債務引受額     Ｂ 1兆 6,156 億円  1兆 0,510億円 

債務返済額     Ｃ 3兆 6,075 億円  3兆 2,068億円 

資金調達額     Ｄ 1兆 1,200 億円  1兆 6,800億円 

債券発行差額償却による簿価増   Ｅ 37 億円  42億円 

期末債務残高   Ａ＋Ｂ－Ｃ＋Ｄ＋Ｅ 28兆 2,714 億円  29兆 1,395億円 

注１）資本金及び道路承継未払金（令和２年度末1,527億円、令和３年度末989億円）を含んでいません。 

注２）端数処理の関係上、計が合わないことがあります。 

債 務 種 類 別 推 移 

[単位：億円] 

債務の区分 

借入金・債券（額面） 
発行 

差額 

残高 

期末 

簿価 

 （参考） 

発足時 期首 

残高 

当期増加 当期減少 期末 

残高 借入・発行 債務・引受 返済・償還  

長

期

借

入

金 

政府借入金（無利子） 854 － － 356 497 － 497  7,800 

政府借入金（有利子） 44,624 8,000 470 408 52,686 － 52,686  87,693 

民間借入金 10,652 － 2,523 4,403 8,772 － 8,772  31,784 

計 56,129 8,000 2,993 5,167 61,955 － 61,955  127,276 

債

券 

政府保証債 149,015 1,200 － 13,500 136,715 1 136,714  59,424 

政府引受債 － － － － － － －  145,832 

財投機関債 53,565 2,000 2,800 2,800 55,565 569 54,996 
 

23,925 

縁故債 － － － － － － － 18,080 

その他の社債 28,630 － 10,362 14,135 24,858 ▲0 24,858  － 

計 231,210 3,200 13,162 30,435 217,138 570 216,568  247,261 

長期未払金 
（東京湾横断道路建設長期未払金） 

4,664 － － 473 4,191 － 4,191  7,239 

債務計 292,003 11,200 16,156 36,075 283,284 570 282,714  381,775 

（うち有利子債務） 291,149 11,200 16,156 35,718 282,787 570 282,216  373,976 

資本金 56,179 9 － 56,188 － 56,188  43,712 

債務と資本金の合計 348,182 27,365 36,075 339,472 570 338,901  425,487 

注１）道路承継未払金を含んでいません。 

注２）資本金の欄には高速道路勘定の資本金を表示しています。 

注３）端数処理の関係上、計が合わないことがあります。 
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② 資金調達の状況 

令和３年度の資金調達は、政府保証債1,200億円、財投機関債2,000 億円、国からの

財政融資資金借入金8,000 億円の総額1兆 1,200 億円を実施しました。 

長期的な資金収支を見通し、支払利子の圧縮に向けて債務償還と資金調達の平準化を

図るため、中期債を発行しました。また、超長期債の発行年限は、資金借換需要が継続

的に見込まれない年度までに可能な限り設定することにより、最適化（支払利子の圧縮、

将来の借換時の金利上昇リスクの回避）を図りました。 

令和３年度外部資金調達実績（概要） 

調達手段 年限 回数 調達額 平均利率 

政府保証債 

20年 6回 600億円 0.47% 

30年 4回 600億円 0.71% 

計 10 回 1,200億円 0.59% 

財投機関債 

4年 4回 1,000億円 0.02% 

20 年 2回 300億円 0.62% 

28 年 1回 50億円 0.75% 

29 年 1回 50億円 0.84% 

30年 1回 100億円 0.84% 

31年 1回 50億円 0.84% 

32年 1回 150億円 0.87% 

33年 1回 100億円 0.87% 

34 年 2回 200億円 0.89% 

計 14 回 2,000億円 0.40% 

財政融資資金 

借入金 

35年 1回 8,000億円 0.90% 

計 1回 8,000億円 0.90% 

合 計 25 回 1兆 1,200億円 0.78% 

平均調達年限 24.1年 

保有債務の平均残存年限         13.0年（発足時5.1年） 
注１）平均利率は、調達額と応募者利回り又は借入利率を使った加重平均で表示しています。 

注２）端数処理の関係上、計が合わないことがあります。 

令和３年度の資金調達の状況  別添資料P1-2  
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③ 有利子債務の平均利率 

有利子債務の平均利率は下表のとおり、期末（令和４年３月 31 日）時点で 0.93％と

なりました。 

有利子債務の平均利率 

 金 額 平均利率 

発足時（平成17年 10月 1日）の有利子債務残高 37兆 3,976億円 1.80％ 

令和３年度期首有利子債務残高 29兆 0,542億円 0.94％ 

 債務引受額 1兆 6,156 億円 0.12％ 

債務返済額 △3兆 5,718億円 0.60％ 

資金調達額 1兆 1,200 億円 0.78％ 

債券発行差額償却による簿価増 37億円 － 

令和３年度期末有利子債務残高 28兆 2,216億円 0.93％ 
注１）道路承継未払金を含んでいません。 

注２）借入金に係る平均利率は借入額と借入利率を使った加重平均で表示し、債券に係る平均利率は調達額

と債券発行時の応募者利回りを使った加重平均(但し「債務引受額」に含まれる債券は引受時の簿価と表

面利率を使った加重平均)で表示しています。 

注３）端数処理の関係上、計が合わないことがあります。 

 

 

（２）債務返済計画における債務返済状況 

① 債務返済計画と実績の推移 

機構発足時からの債務返済計画と実績の推移は以下のとおりです。 

※グラフ上の計画値は、当該年度が計画値となっている最新の協定の値です。 

※端数処理の関係上、計が合わないことがあります。 

※債務返済計画と財務諸表では数値の扱いが異なる部分がありますので、計画実績対比を行う

際には債務返済計画ベースの考えに合わせて債務残高を計算しています。具体的には、債務

返済計画ベースでの債務残高は、財務諸表の債務残高から現預金分を控除しており、令和 3

年度に受け入れた財政融資資金借入金 0.8 兆円の現預金についても同様に控除しています。

また、未収金・未払金は、債務返済計画ベースでは当該年度の収入・支出としています。 

期
中
増
減 

38.2

37.2

36.2
35.4

31.8 31.7 31.5

30.7
31.1 30.9

30.5

29.3
28.6 28.5

29.1
28.5

27.5
28.1

38.2

37.1

35.9

35.1

31.3 31.1
30.6

30.2 30.4
29.7

29.1
28.5

27.6
27.2 27.5

26.8 26.4
26.3

26.0

28.0

30.0

32.0

34.0

36.0

38.0

40.0

機構発足時
Ｈ17.10

Ｈ17期末 Ｈ18期末 Ｈ19期末 Ｈ20期末 Ｈ21期末 Ｈ22期末 Ｈ23期末 Ｈ24期末 Ｈ25期末 Ｈ26期末 Ｈ27期末 Ｈ28期末 Ｈ29期末 Ｈ30期末 R1期末 R2期末 R3期末

兆円 債務返済計画と実績の推移（債務残高）

計画 実績

△11.8兆円

債務の純減
△9.0兆円

利便増進事業
による国への債務承継
△2.9兆円

引受債務
＋15.5兆円

債務返済
△24.5兆円
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② 令和３年度における債務返済計画と実績の対比 

令和３年度における債務返済計画と実績の対比の概要は以下のとおりです。 

 

債務返済計画と実績の対比（総括表） 別添資料 P3-4  
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令和３年度における債務返済計画と実績の対比（総括表概要） 
                                [単位：億円（消費税込み）] 

合計 全国路線網 首都高速道路 阪神高速道路 一の路線

特定更新等工事に係る債務を除くその他の債務

 計画(A) 261,614 198,784 37,730 25,082 17

 実績(B) 259,136 196,483 37,730 24,921 1

 差額(B)-（A） △ 2,477 △ 2,301 0 △ 161 △ 15

特定更新等工事に係る債務

 計画(A) 5,189 3,041 1,707 441  -

 実績(B) 4,947 2,824 1,707 416  -

 差額(B)-（A） △ 242 △ 218 0 △ 25  -

特定更新等工事に係る債務を除くその他の債務

 計画(A) 26,472 23,755 1,942 769 6

 実績(B) 13,942 12,623 1,031 278 11

 差額(B)-（A） △ 12,530 △ 11,132 △ 911 △ 491 5

特定更新等工事に係る債務

 計画(A) 4,430 2,511 1,112 807  -

 実績(B) 1,670 1,364 233 73  -

 差額(B)-（A） △ 2,761 △ 1,147 △ 879 △ 735  -

債務返済開始前の引受け債務に係る消費税相当額　

 計画(A) △ 402 △ 228 △ 101 △ 73  -

 実績(B) △ 152 △ 124 △ 21 △ 7  -

 差額(B)-（A） 251 104 80 67  -

債務返済開始前の支払利息相当額

 計画(A) 83 53 19 10  -

 実績(B) 48 29 15 4  -

 差額(B)-（A） △ 35 △ 24 △ 4 △ 6  -

18,352 15,196 1,776 1,376 4

19,439 16,186 1,848 1,403 2

1,087 990 71 28 △ 2

2,407 1,783 311 312 0

3,154 2,392 417 346 △ 1

747 609 106 34 △ 1

15,946 13,413 1,465 1,063 4

16,285 13,794 1,431 1,057 3

340 381 △ 34 △ 6 △ 1

特定更新等工事に係る債務を除くその他の債務

 計画(A) 272,140 209,126 38,207 24,788 18

 実績(B) 256,793 195,312 37,331 24,142 9

 差額(B)-（A） △ 15,347 △ 13,815 △ 877 △ 646 △ 9

特定更新等工事に係る債務

 計画(A) 9,300 5,378 2,737 1,185  -

 実績(B) 6,513 4,093 1,934 486  -

 差額(B)-（A） △ 2,787 △ 1,285 △ 803 △ 699  -

債務残高の総額

 計画(A) 281,440 214,504 40,944 25,973 18

 実績(B) 263,306 199,404 39,264 24,628 9

 差額(B)-（A） △ 18,134 △ 15,100 △ 1,679 △ 1,345 △ 9

 計画(A)

 実績(B)

 差額(B)-（A）

債務残高（令和４年度期首）

 差額(B)-（A）

支出

 計画(A)

 実績(B)

 差額(B)-（A）

収支差

 実績(B)

債務残高（令和３年度期首）

会社からの引受債務（注１）

特定更新等工事に係る債務

収入　

 計画(A)

 
注１）「会社からの引受債務」では、機構が国等からの出資金及び補助金を財源として高速道路会社に貸し付けた無利子借入金に係る債務は除い 

ています。 

注２）端数処理の関係上、計が合わないことがあります。 

※債務返済計画と財務諸表では数値の扱いが異なる部分がありますので、計画実績対比を行う際には債務返済計画ベースの考えに合わせて債

務残高を計算しています。具体的には、債務返済計画ベースでの債務残高は、財務諸表の債務残高から現預金分を控除しており、令和3年

度に受け入れた財政融資資金借入金 0.8 兆円の現預金についても同様に控除しています。また、未収金・未払金は、債務返済計画ベース

では当該年度の収入・支出としています。   
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【特定更新等工事に係る債務を除くその他の債務】 

令和３年度期首債務残高は 25 兆 9,136 億円でした。令和３年度は、収支差１兆 6,285 億

円、会社からの引受け債務１兆 3,942 億円の結果、令和４年度期首債務残高は令和３年度期

首に比べ2,343億円減少して 25兆 6,793億円となり、計画に対しては1兆 5,347 億円下回り

ました。 

  

（会社からの引受け債務） 

会社からの新たな引受け債務（道路資産の帰属の際に引き受けるもの。無利子借入金は除

く。）は１兆3,942億円で、計画を１兆2,530億円下回りました。これは、供用・事業完了予

定、修繕工事の工程を見直したことによるものです。 

 

（収入） 

収入の大宗を占める会社からの貸付料収入の増もあり、収入の合計は１兆9,439億円とな

り、計画を1,087億円上回りました。 

 

（支出） 

低金利の資金調達によって支払利息が計画より減少した一方で、会社からの引受け債務が

計画を下回ったことにより消費税の還付が減少した結果、支出の合計は 3,154 億円となり、

計画を747億円上回りました。 

 

【特定更新等工事に係る債務】 

令和３年度期首債務残高は4,947億円でした。令和３年度は、会社からの引受け債務1,670

億円、債務返済開始前の引受け債務に係る消費税相当額が△152億円となったことから、令和

４年度期首債務残高は6,513 億円となり、計画に対しては2,787億円下回りました。 

 

（会社からの引受け債務） 

会社からの新たな引受け債務は 1,670 億円で、計画を 2,761 億円下回りました。これは、

工法検討や工事実施方法の調整に伴い、工程を見直したことによるものです。 

 

【債務残高の総額】 

以上の結果、令和４年度期首債務残高の総額は 26 兆 3,306 億円となり、計画に対しては

１兆8,134億円下回りました。 

   

個別の債務返済計画における計画実績対比は別添資料5ページ以下のとおりです。計画と

実績の差異の説明を付しておりますので、個別計画の実績との対比につきましては、こちら

をご参照ください。 

債務返済計画と実績の対比  別添資料 P5-16  
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③ 全国路線網について４社ごとに貸付料で返済する債務の額を試算した債務残高の計画と

実績の対比 

機構は中期計画において、全国路線網の４社ごとの貸付料で返済する債務を試算し、会

社ごとの返済達成状況を公表することとしています。令和４年度期首の債務残高の計画と

実績の対比は、別添資料17ページのとおりです。 

 全国路線網に属する高速道路における東日本高速道路㈱、中日本高速道路㈱、西日本高

速道路㈱及び本州四国連絡高速道路㈱から徴収する貸付料を充てて返済を行う債務の

額を高速道路会社ごとに試算した令和４年度期首の債務残高の計画と実績の対比 

 別添資料P17  

 

 

④ 高速道路会社も含めた高速道路事業全体の債務残高及び債務返済状況（債務返済計画ベ

ース） 

「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成22年 12月 7日閣議決定。以下

「独法基本方針」という。）を踏まえ公表することとした、機構と高速道路会社を合わせた

高速道路事業全体の債務残高及び債務返済状況（債務返済計画ベース）は、別添資料 18

ページのとおりです。 

高速道路会社も含めた高速道路事業全体の債務残高及び債務返済状況  別添資料P18  
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２．財務諸表のセグメント情報  

（１）高速道路機構のセグメント情報 

機構では、より詳細な財務情報を提供することを目的として、高速道路事業の貸借対照表

と損益計算書をセグメント単位（債務返済計画の策定単位ごと）に分けて表示しています。

これは、機構の資産・負債あるいは収入・支出をセグメントごとに分解・再編集したもので

す。具体的には、道路資産及びその減価償却費、貸付料収入、旧公団や道路会社から承継し

た債務及びその支払金利等のように各セグメントに直接賦課できるものは直接セグメントに

賦課し、それ以外の機構の一般管理費や新たに発行した機構債及びその支払金利等は、各セ

グメント別貸付料比率等で按分を実施し、結果を表示しています。 

 

高速道路機構のセグメント情報（高速道路勘定・損益計算書）（試算値）（概要） 

                       [単位：億円（消費税抜き）] 

  
全国 

路線網 

地域路線網 

一の路線 
損益計算書 

計上額 
首都 

高速道路 

阪神 

高速道路 

経常損益 3,502 △216 133 0 3,419 

臨時損益 △1 94 119 - 213 

当期利益 3,501 △121 253 0 3,633 

 注）端数処理の関係上、計が合わないことがあります。 

 高速道路機構のセグメント情報（高速道路勘定・損益計算書） 別添資料 P19-20  

 

損益計算書で首都高速道路が赤字となっているのは、新型コロナウイルス感染症の影響

で道路資産貸付料収入が大きく減少したことが主な要因となります。 

 

高速道路機構のセグメント情報（高速道路勘定・貸借対照表）（試算値）（概要） 

                       [単位：億円（消費税抜き）] 

  
全国 

路線網 

地域路線網 

一の路線 
貸借対照表 

計上額 
首都 

高速道路 

阪神 

高速道路 

総資産 347,299 57,498 29,054 28 433,881 

総負債 221,926 42,442 27,153 2 291,524 

純資産 125,373 15,056 1,900 25 142,356 

注）端数処理の関係上、計が合わないことがあります。 

注）一の路線には、債務返済を終えた一の路線にかかる勘定残高も含まれます。 

高速道路機構のセグメント情報（高速道路勘定・貸借対照表） 別添資料 P21-22  
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（２）高速道路機構のセグメント情報（全国路線網の高速道路会社所管分内訳）（試算値） 

機構の財務諸表のセグメント情報における全国路線網分を、さらに東日本高速道路㈱、中

日本高速道路㈱、西日本高速道路㈱及び本州四国連絡高速道路㈱の各会社所管分に分けたも

のを試算しました。 

 

高速道路機構のセグメント情報（損益計算書） 

（全国路線網の高速道路会社所管分内訳）（試算値）（概要）    

   [単位：億円（消費税抜き）] 

 
東日本高速道路

㈱所管分 

中日本高速道路

㈱所管分 

西日本高速道路

㈱所管分 

本州四国連絡高速

道路㈱所管分 
合計 

経常費用 3,790 3,425 3,577 478 11,271 

経常収益 5,245 4,372 4,778 377 14,774 

経常損益 1,454 947 1,200 △100 3,502 

臨時損益 △0 △1 0 - △1 

当期利益 1,454 946 1,201 △100 3,501 

注）端数処理の関係上、計が合わないことがあります。 

高速道路機構のセグメント情報（損益計算書）（全国路線網の高速道路会社所管分内訳）

（試算値） 別添資料 P23  

 

上記のとおり、本州四国連絡高速道路(株)所管分について、経常損益と当期利益が赤字とな

っているのは、収入に比べて減価償却費の負担が大きいこと、新型コロナウイルス感染症の影

響で道路資産貸付料収入が大きく減少したことが主な要因となります。 

 

 高速道路機構のセグメント情報（貸借対照表） 

（全国路線網の高速道路会社所管分内訳）（試算値）（概要） 

[単位：億円（消費税抜き）] 

 
東日本高速道路

㈱所管分 

中日本高速道路

㈱所管分 

西日本高速道路

㈱所管分 

本州四国連絡高速

道路㈱所管分 
合計 

総資産 111,045 104,326 109,907 22,019 347,299 

総負債 82,149 64,665 64,845 10,265 221,926 

純資産 26,058 48,182 41,240 9,891 125,373 

注１）端数処理の関係上、計が合わないことがあります。 

注２）貸借差額調整勘定は除いています。 

高速道路機構のセグメント情報（貸借対照表）（全国路線網の高速道路会社所管分内訳）

（試算値） 別添資料 P24  

 

 

（３）高速道路会社の財務情報（高速道路会社情報の総括） 

会社６社の財務情報を一覧表形式で取りまとめています。 

 

 

   高速道路会社連結損益計算書一覧  別添資料P25  

   高速道路会社連結貸借対照表一覧  別添資料P26  
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（４）高速道路機構と高速道路会社の資産と債務の状況（決算ベース） 

会社６社が借入金等により高速道路を建設し、供用の時点で機構がその債務と道路資産を

引き受けるという仕組みの下では、建設期間中の道路資産・債務は会社が保有しています。

機構の保有する道路資産（建設仮勘定を含む。）及びそれらに係る債務と、会社が保有する建

設期間中の道路資産（仕掛道路資産）及びそれに係る債務を、債務返済計画の策定単位ごと

に示し、機構と会社が保有する高速道路に関する資産と債務の状況を合わせて把握できるよ

うにしています。 

高速道路機構と高速道路会社の資産と債務の状況  別添資料P27  

 

機構と高速道路会社を合わせた高速道路事業全体の債務の状況の推移（決算ベース）は、

別添資料28ページのとおりです。 

高速道路機構と高速道路会社の債務の状況の推移  別添資料P28  

 

 

（５）営業中高速道路の路線別資産額 

令和３年度末の営業中の道路資産額は、41 兆 932億円となります。 

営業中高速道路の路線別資産額  別添資料P29-34  
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３．高速道路収支関連情報   

（１）高速道路の収支率（試算値） 

旧公団は、高速道路の収支状況を路線別に「料金収入等（占用料収入等を含む。）」に対す

る「支払金利と管理費」の割合（収支率）で示してきました。民営化によって金利の支払主

体が機構になったことから、路線別の営業収支差は（２）のとおり料金収入から会社の管理

費を除いたもので示しています。一方で、機構の支払金利をセグメント単位（債務返済計画

単位）に分けることは可能であることから、セグメントごとに「会社の料金収入」に対する

「会社の管理費と機構の支払金利（建設仮勘定分を除く。）」の割合で令和３年度の収支率を

試算した結果は別添資料35ページのとおりです。 

一般国道１５８号（中部縦貫自動車道（安房峠道路））を除き、いずれのセグメントにおい

ても収支率は100を下回っており、債務返済に向けたキャッシュフローが確保できているこ

とが確認されます。一般国道１５８号（中部縦貫自動車道（安房峠道路））は、新型コロナウ

イルス感染症の影響で料金収入が大きく減少したこと等の理由により100を上回りました。 

高速道路の収支率（試算値） 別添資料P35  

 

（２）路線別営業収支差（料金収入から会社の管理費を除いたもの）（高速道路会社情報の総括） 

令和３年度の会社別の営業収支差（料金収入から会社の管理費を除いたもの）は下表のと

おり、会社６社合計で1兆 7,595億円となりました。 

 

令和３年度の高速道路会社別営業収支差 

[単位：億円（消費税抜き）] 

 料金収入 

Ａ 

管理費 

Ｂ 

営業収支差 

Ａ－Ｂ 

東日本高速道路㈱ 7,416 2,242 5,174 

中日本高速道路㈱ 6,159 1,844 4,315 

西日本高速道路㈱ 6,762 1,997 4,766 

本州四国連絡高速道路㈱ 562 188 374 

首都高速道路㈱ 2,543 830 1,713 

阪神高速道路㈱ 1,704 451 1,253 

計 25,146 7,551 17,595 

注１）料金収入と管理費は会社の損益計算書上の値と異なる場合があります。 

注２）端数処理の関係上、計が合わないことがあります。 

 

 

また、それぞれの路線別営業収支差は別添資料36～39ページをご参照下さい。 

路線別営業収支差（高速道路会社情報の総括） 別添資料P36-39  

 

 

（３）金利の路線別配賦（試算値） 

機構では、決算開示に合わせて、路線ごとの配賦金利として、営業収支差按分（フローに

着目した配賦）と資産価額按分（ストックに着目した配賦）の２通りの試算値を収支計算か

ら独立させた形で示すこととしています。それぞれの金利の路線別配賦（試算値）は別添資

料40～45ページをご参照下さい。 

金利の路線別配賦（試算値） 別添資料P40-45  
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４．建設・維持・管理の状況    

（１）建設の状況：建設コストの計画と実績 

令和３年度における建設コストとして、会社から引き受けた債務の計画（債務引受限度額）

と実績（債務引受額）の対比を示します。なお、機構が会社から引き受ける債務は直接工事

費と調査・設計に要した費用及び建設期間中に発生した金利などから構成されています。 

令和３年度は1兆 5,644億円※の債務を引き受けましたが、全ての区間において引受額は

限度額を下回っています。 

建設の内容は大別して、新設、改築、資本的支出となる修繕、災害復旧、特定更新等工事

となります。 

 

※高速道路会社が有利子で調達した債務と機構が国等からの出資金及び補助金を財源として高速道路会

社に貸し付けた無利子借入金に係る債務の合計。 

建設コストの計画と実績  別添資料 P46-48  

 

（２）維持・管理の状況 

ア 適切な維持、管理の実現に向けた枠組み 

高速道路の維持、管理については、会社と機構が役割を分担し、実施しています。会社は、

道路整備特別措置法に基づき、高速道路を常時良好な状態に保つように維持、修繕、料金徴

収等を行うなど、有料道路としての高速道路の維持、管理に関する役割を担い、機構は、危

険物積載車両の通行の禁止又は制限、特殊車両通行許可、車両制限令違反措置命令、道路占

用許可など、道路管理者権限の代行を担当しています。 

会社は、高速道路を良好な状態に保つために、維持、修繕等を行い、その実施状況を毎年

度、機構に報告することになっています。機構は、会社から管理の実施状況について報告を

受け、高速道路の管理に要する費用が何に使われているか、更には、会社が責任を持って行

う管理の財源的手当てが十分に行われているかなどを実地にて確認し、必要に応じて協定変

更を行うとともに、会社による管理の実施状況の情報の共有化等を図っています。 

 

イ 管理コストの計画と実績 

令和３年度の各会社の管理コストの計画と実績の対比を示します。計画値と実績値との差

の主な理由は、維持修繕費については降雪に伴う雪氷対策費用の増及び点検結果等に基づく

補修費の増、管理業務費については体制強化による交通管理委託費の増、一般管理費等につ

いては事務費の減及び減価償却費の減となっております。 

管理コストの計画と実績（高速道路会社情報の総括） 別添資料P49  

 

ウ アウトカム指標の計画と実績 

各会社の高速道路の安全性及び利便性の向上並びにお客様に分かりやすく管理の状況を示

すことを目的として、会社間共通の客観的指標（アウトカム指標：総合顧客満足度、死傷事

故率など）を設けています。 

令和３年度における実績値（速報値）、令和４年度における目標値及び令和７年度における

中期目標値は次に示すとおりです。 

各会社のアウトカム指標一覧表 別添資料P50-72  
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エ 管理の報告書 

協定に基づき、毎年度、会社から機構に「維持、修繕その他の管理の報告書」（以下「管理

の報告書」という。）が提出されます。 

各会社が管理する高速道路は、構造や交通特性、気象条件等がそれぞれ異なりますので、

具体的な取り組みは各会社独自のものとなります。このため、管理の報告書には各会社を取

り巻く状況やその他の要因を反映し、高速道路の管理に取り組んだ業務の実施概要（点検・

診断の結果等）、管理業務の成果あるいは目標に対する達成状況、アウトカム指標の要因分析

等が記載されています。 

令和３年度にとりまとめた令和２年度の管理の報告書は、災害対応や新型コロナウイルス

感染拡大防止対策等、特徴的な取り組みを重点的にとりまとめたダイジェスト版を作成する

など、更なる充実を図りました。 

なお、管理の報告書・仕様書については、機構ホームページ（https://www.jehdra.go.jp/kousoku/kanri.html）に

掲載されておりますので、そちらをご覧ください。 

 

５．道路資産の保有及び貸付状況   

機構は高速道路を保有し、会社に貸し付けることで、貸付料収入を得て、債務返済を行っ

ています。機構では、平成18年 3月 31日に各会社と締結した協定の対象になっている路線

について、保有及び貸付状況を管理するために各種の台帳類を整備・更新し、ホームページ

で直近の保有及び貸付状況を総括表と路線ごとの個別表により公表しています。 

令和3年度は、新規供用による35.0kmの増があった結果、令和3年度末における高速道路

の保有・貸付延長は、供用区間が 10,392km、新設区間を合わせた総延長は 10,423km となり

ました。 

路線毎の個別表は、延長距離、区間、重要な経由地、区間毎の供用開始年月日など高速道

路の状況を記録しています。 

   道路資産保有及び貸付状況（総括表）（令和4年 3月 31日時点） 別添資料 P73  

 

 

 

https://www.jehdra.go.jp/kousoku/kanri.html
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